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【決定要旨】
譲渡制限のある株式会社の株式の当該会社、ないしは、その指定買取人に対する売買価格の決定につ
き、裁判所の選任した鑑定人の鑑定結果に合理性が認められる場合には、右鑑定結果を踏まえて右売買価格を算定するのが相当である。【事実】　
Ｘは、不動産の売買および賃貸を主たる業とする株式会社であり、Ｙ
１
の株式を三六万二九〇〇株所有してい
た。また、Ｙ
１
は、不動産賃貸を主たる業とする株式会社であり、Ｎ土地、Ｓ土地、およびＭ
（これらを以下、本
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《判例研究》
株式売買価格決定申立事件における鑑定の評価について
大阪地方裁判所平成二五年一月三一日第四民事部決定〔平成二二年（ヒ）第五四号株式売買価格決定申立事件（甲事件） ・平成二二年（ヒ）第六二号
　
株式売買価格
決定申立事件（乙事件） 〕判時二 八五号一四二頁、判タ一三九二号 四八頁、金判一四一七号五一頁
清
　
水
　　　　
宏
件不動産とする。 ）
からなる本件不動産を所有して、賃料収入を得ている。さらに、Ｙ
２
は、Ｚ株式会社の公開買い
付けを行って、同社を吸収合併した、演芸興行を主たる業とする株式会社である。　
Ｘは、平成二二年六月一四日、譲渡承認を条件として、Ｘの保有するＹ
１
の普通株式三六万二九〇〇株
（以下、
本件株式とする。 ）
を訴外第三者に譲渡する旨の売買契約
（以下、本件譲渡とする。 ）
を締結し、同月一七日、Ｙ
１
に
対して、本件株式の当該第三者への本権譲渡に対する承認を求めるとともに、本件譲渡を承認しない場合には、Ｙ１またはその指定買取人が買い取ることを請求した。　
これに対して、Ｙ１は、同月二八日に、Ｘに対して、本件譲渡を承認しないこと、および、本件株式の内、半分
の一八万一四五〇株をＹ１自身が買い取り、さらに、残りの一八万一四五〇株については、指定買取人としてＹ２を指定する旨を通知 た。　
その後、Ｙ２は、Ｙ１の一株純資産額に本件株式の半数を乗じた金額を供託し、同年七月一日、Ｘに対して、供
託書を交付するとともに、本件 式の半数を買い取る旨を通知し、この通知を受けたＸは、同月八日 株式の半数の株券 供託 とともに、当該供託をした旨をＹ１に対して通知　
そして、Ｘは、平成二二年七月一六日にＹ２との関係で、また、同年八月四日にはＹ１との関係で、それぞれ本
件株式の半数の売買価格の決定を求める 申立てを行っ 。　
本件不動産の売買価格に関しては、Ｘが依頼したＡ税理士作成のＡ株式鑑定書
（以下、Ａ鑑定とする。 ）
、Ｙ
２
が
依頼したＢ 会社作成 Ｂ株式価値算定書
（以下、Ｂ鑑定とする。 ）
、Ｙ
１
が依頼したＣ税理士法人作成のＣ株式
価値算定報告書
（以下、Ｃ鑑定とする。 ）
、の
３
つの私鑑定に加えて、裁判所の選任した鑑定人であるＤ公認会計士
が作成したＤ株価鑑定意見書
（以下、Ｄ鑑定とする。 ）
が提出された。
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Ｄ鑑定では、対象会社が不動産賃貸業のみを行う資産管理会社であるという特徴を考慮して収益還元法を採用
し、それによって算定された価格に、非流動性ディスカウントを反映させた価格と、配当還元法で算定された価格とを、一定割合で加重平均する方法で一株当たりの価格を算出した。　
これに対して、Ｘから 資産管理会社であることから時価純資産法によるべきであるとの主張がな
され、また、Ｙ１およびＹ２からは、ＤＣＦ によるべきである等の主張がなされた。さらには、収益還元法を採用するのであれば マイノリティディスカウントを行う も　
なお、本件不動産の価格に関しても、Ｘが依頼したＦ不動産鑑定士作成の鑑定評価報告書
（Ｆ鑑定）
、相手方Ｙ
２
が依頼したＧ
１
産鑑定士及びＧ
２
不動産鑑定士作成の不動産鑑定評価書
（Ｇ鑑定）
並びに鑑定人Ｈ不動産鑑定士
作成の不動産鑑定評価書
（Ｈ鑑定）
が提出されている。
【決定】「…当事者の主張を踏まえた上で、裁判所の選任した鑑定人によるＤ鑑定の合理性について検討する。（１）Ｄ鑑定の概要イ
　
インカムアプローチ
（ア）収益還元法　
…相手方Ｙ１の評価を行うにあたって、Ｈ鑑定を前提とし、不動産賃貸事業全体を管理するための本社コスト
勘案する。ｂ
　
不動産鑑定評価額
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事業をインカムアプローチで評価する場合、不動産の売却を想定するものではないから、Ｈ鑑定における収益還
元法による価格を基礎とする。ただし、収益還元法より取引事例比較法の方が低い場合には、それが市場における収益性の認識を反映したものと考え、取引事例比較法に る価格を用いる…。ｇ
　
計算結果
　
以上を反映し、純賃料 還元利回りで割り引いた単純な収益還元法を基礎として、追加的に資金のフローや非事
業資産などを考慮に入れて計算された額は一株三五〇九円となるが、前提条件には幅があ から評価額は一株三五〇〇円と算出した。（イ）配当還元法…ｂ
　
計算結果
　
年々の配当金額を予測することができないから、単純にこれを株主の要求収益率をＨ鑑定で用いられた還元率
六％と同じと前提して割り引くと計算される一株 額は三一三円となるが、前提条件の幅を考慮して評価額は三〇〇円 算出した…。エ
　
総合評価
　
…相手方Ｙ
２
とＥの親族グループは、相手方Ｙ
１
の経営に対して強い影響力を持っているので、一般的にいえ
ば、支配権を持つ株主 しての評価をすることになる。　
また、相手方Ｙ１自身が買い取る株式については、支配権を持つ株主と同じ立場で考えざるを得ない。
　
（ウ）以上のとおり、単純な少数株主にとっての株式の価値は、配当還元法による一株三〇〇円である。他方、完
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全な支配権を保有している株主にとっての株式の価値は、収益還元法による一株三五〇〇円を基礎とするべきである。　
しかし、相手方Ｙ１は非上場会社で譲渡制限が付されているから、譲渡による資金化に制約がある。さらに、相
手方Ｙ１の保有する資産の中には、現金預金、上場有価証券、賃貸マンション、駐車場といった金銭そのものか市場性がある資産が含まれている。このような資産 つい は、株主がまとまって配当を決定すれば、配当という形で資金を獲得することも不可能ではない。これら市場性がある資産の総資産に占める割合は四〇％から六〇％である。これによれば、非流動性ディスカウント率については、多く用いられている三〇％の半分の一五 とすべきである。　
収益還元法による評価額は、一株二九七五円
（三五〇〇×〔一
－ 〇・一五〕 ）
となるが、前提条件の幅を考慮する
と、評価額は一株三〇〇〇円とな 。なお、この額 清算処分時価純資産法における評価額一株三〇〇〇円と同額であることからすれば不適当な水準ではない。（エ）以上の検討を総合的に勘案すると、Ｘは外形的には少数株主であるが、経営に影響を与える可能性も残されているから、配当還元法による評価額一株三〇〇円に二〇％、収益還元法 よ 評価額一株三〇〇〇円に八〇％のウェイトを置いて評価するのが適切である。そうす と、本件株式 平成二二年七月一日現在の評価額 一二四六〇円
（三〇〇×〇・二＋三〇〇〇×〇・八）
となる。
（２）評価方法の選択についてア
　
時価純資産法について
（ア）Ｘは、…時価純資産法によるべきであると主張し、時価純資産法の中でも、継続企業を前提とする再調達時
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価純資産法を採用すべきであると主張する。（イ）しかし、時価純資産法は、会社の保有する財産の客観的価値に着目した評価方法であり、継続企業であればその財産を活用することによって収益を上げることが予定されているにもかかわらず、その収益力が反映されていない評価方法といえる。　
…Ｄ鑑定は、収益還元法といっても単にキャッシュフローに基づいて事業価値を算定するのではなく、相手方Ｙ
１が資産管理会社として不動産賃貸業を継続するという特徴を考慮し、資産の価値と収益力の双方をバランスよく配慮している点で合理的である。（エ）以上によれば、Ｘの主張する事情は、Ｄ鑑定における収益還元法においても十分に考慮済みであるということができる。 たがって、さらにあえて時価純資産法を採用すべき要をみないというべきであ 。イ
　
配当還元法について
（ア）Ｘは、…配当還元法による評価額が他の手法による評価額と乖離していることなどから配当還元法を考慮すべきでないと主張する。（イ）しかし、少数株主の企業価値 対する支配は基本的に配当という形でしか及ぶことはないから、その株式値の評価に当たり、配当に着目した配当還元法をある程度考慮す ことは不合理ではない。しかも、少数株主は将来の配当をコントロールすることができないから、現状 配当が不当に低く抑えられ いるとしても、その限度における配当を期待するほかない。した って、現状の配当を前提に評価 に な点はないというべきである。　
…以上によれば、Ｄ鑑定において、配当還元法をある程度考慮していることには合理性がある。
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ウ
　
収益還元法について
（ア）Ｄ鑑定は、本件不動産を収益力の観点から評価した価格に、本社コストを考慮するほか非事業資産を加えるなどの調整をして本件株式の価格を算定している。この手法自体、…資産の価値と収益力の双方をバランスよく配慮した評価方法であって、合理的といえる。（イ）これに対し、Ｂ 及びＣ鑑定も、Ｄ鑑定の収益還元法と同じインカムアプローチの手法であ ＤＣＦ法を用いて本件株式の 格を算定し いる。しかし、いずれも各当事者からの依頼を受けて本件株式の価格を算定したもので、その中立性に疑義がないわけではない。 かも、これらの株価算定書もＤ鑑定の合理性、優位性を左右するものではない。（ウ）以上によれば、Ｄ鑑定 おいて収益還元法を採用したことには合理性がある。エ
　
まとめ
　
以上によれば、本件における評価方法の選択にあたって、Ｄ鑑定のとおり、配当還元法と収益還元法を採用し、
各手法による算定価格を加重平均して算定するの 合理的であ　
そこで、 下、Ｄ鑑定において重点が置かれた収益還元法による算定過程 合理性について当事者の主張を踏ま
えて検討した上で、さらに進んで 割合の合理性について検討す（３）収益還元法による算定過程についてア
　
前提となる本件不動産の価格
（ア）Ｄ鑑定は、本件不動産の価格について、Ｈ鑑定において算定された 還元法による価格 原則として採用し、例外的にＮ土地については、取引事例法と底地割合による価格を採用して る。Ｈ鑑定は、裁判所の選任した
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鑑定人による鑑定であって、中立的なものであり、その内容にも格別不合理なところはないから、これを採用するのが相当である。（イ）Ｘは、Ｄ鑑定が不動産の価格について収益還元法より取引事例比較法のほうが低い場合に取引事例比較法を採用した は一貫性を欠いていると主張する。　
しかし、…Ｄ鑑定が、専門家としての知見に基づき、ＮＧＫ土地の収益力を反映した価格として取引事例法によ
る価格が適切であると判断した点には格別の不合理な点は いというべきである。　
ところで、Ｎ土地についても収益還元法による収益価格を採用した場合、本件不動産の価格は一億六〇〇〇万円
増加する。この点、Ｄ鑑定の手法によると含み益も同額増加 ためこれに対する法人税
（実効税率四〇％）
を
五〇％考慮し一五％の非流動性ディスカウントを行うと、一株三〇三一円となる。これとＤ鑑定の収益還元法の結論一株三〇〇〇円との差異は一株三一円であるが、この差異は、Ｄ鑑定の収益還元法によ 計算結果
（一株
二九七五円）
と結論
（一株三〇〇〇円）
との差異
（一株二五円）
と同程度のものである。
これは、Ｄ鑑定が算定過程
における前提条件の幅を専門家としての知見に基づいて考慮したこ によるものである。　
そうすると、Ｄ鑑定の結論 Ｎ土地について収益還元法による収益価格を採用した場合の計算結果と 差異は結
局前提条件の幅に納まる程度のものであって 定 合理性に影響 与え ものでは い。（ウ）相手方Ｙ
２
は、Ｈ鑑定の取引事例比較法と底地割合による価格算定について、次の〔１〕から〔４〕までの
とおり指摘する…。　
しかし、Ｄ鑑定においては、そもそも取引事例法と底地割合による価格を採用しておらず、原則としてＨ鑑定の
収益還元法による収益価格を基礎 している。そして、取引事例法と底地割合による価格を採用したＮ土地につい
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ても、…収益還元法による収益価格を採用しても結論は変わらない。よって、相手方Ｙ２の主張は判断に影響を与えるものではない…。ウ
　
その他の資産
　
Ｘは、相手方Ｙ２が保有する相手方Ｙ１の株式には多額の含み益が生じているから、相手方Ｙ２の株式が取得価
格のとおりというのは低すぎると主張する。　
しかし、相手方Ｙ１が相手方Ｙ２の株式を取得したのは平成二一年一一月である。評価の基準時である平成二二
年七月とは一年未満の差しかない。本件においては、その間に相手方Ｙ２の企業価値が大きく変更したなど特段の事情を認めるに足りる証拠はない。したがって、Ｄ鑑定が相手方Ｙ２株式について取得価格のとおりと評価したことに格別の不合理 ない。エ
　
非流動性ディスカウント
　
Ｘは、本件買主は、譲渡制限があることを知って一株三七〇〇円で売買契約をしたのであるから、さらに譲渡制
限を理由に減額すべきでない 主張し、他方、相手方Ｙ２は、Ｄ鑑定が非現実的な仮定から、ディスカウント率を一般的な三〇％を下回る一五％としたこ は妥当で と主張す 。　
…他の親族グループとの利害関係が一致すれば、保有資産の売却によって配当額を増加させることも十分可能で
あるといえる。Ｄ鑑定の判断は、非現実的なも いうことはできず、合理性が認められる…。オ
　
マイノリティディスカウント
　
相手方Ｙ２は、Ｄ鑑定がＸを少数株主と評価しているから、マイノリティディスカウントを行うべきであると主
張する。
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しかし、Ｄ鑑定は、最終的な株価の総合評価にあたり、Ｘが少数株主であることを考慮し、少数株主にとって重
視される配当に着目した評価方法である配当還元法を二〇％の割合で考慮した加重平均を行っている。その考慮は合理的なものといえるから、それに重ねてさらに少数株主であることを理由と 減額を行うべきではないというべきである。上記主張は採用できない。
　
カ
　
結論
　
以上検討したとおり、Ｄ鑑定及び同鑑定が前提とするＨ鑑定について、当事者の主張は各鑑定の判断の合理性に
影響を与えるもの はないから、収益還元法による本件株式の価格は、Ｄ鑑定により一株三〇〇〇円と認めるのが相当である。（４）加重平均割合について　
相手方Ｙ２は、Ｘが相手方Ｙ１の経営に影響を与える可能性は漠然 したも であって、収益還元法に八〇％の
ウェイトを置くのは重すぎると主張する。　
しかし、…Ｘの保有割合自体が過半数に達していなくとも、Ｘが経営に影響を与える可能性がないとはいえず、
支配株主としての側面を否定す ことはで ないとみるべきであ 。　
なお、別表
２
本件株式価格鑑定一覧のとおり、各当事者が依頼した鑑定による価格は、一株一八四八円から
三一四九円までとなっ いるが、Ｄ鑑定の総合評価 結果はそのレンジ内に入ってい から、他 鑑定との対比からして不合理なもの いうことはできない。　
よって、Ｄ鑑定の加重平均割合が合理性を欠くものではない。
（５）まとめ
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以上によれば、Ｄ鑑定のとおり、収益還元法による価格三〇〇〇円を八〇％、配当還元法による価格三〇〇円を
二〇％の割合で加重平均すると、本件株式の価格は、一株二四六〇円
（三〇〇〇×〇・
八＋三〇〇×〇・
二）
とな
る。 」＊傍線は筆者による。【評釈】　
本決定における鑑定の評価のありかたは正当である 考える。
第一
　
譲渡制限株式の売買価格決定申立て
１．株式売買価格決定申立手続の概要
　
定款の定めによる譲渡制限株式を保有する株主または株式保有者
（以下、譲渡制限株主等とする。 ）
が、その有する
譲渡制限株式を他人に しようとする場合、当該譲渡制限株式を発行した会社
（以下、譲渡制限株式会社とする。 ）
に対して、当該他人が譲渡制限株式を取得す ことについて承認するか否かの決定をするよう請求することができる
（会社法一三六条）
。また、当該譲渡制限株式の取得者も、その取得について、承認するか否かの決定をするよう
に請求することができる
（会社法一三七条一項）
。これらの場合において、当該譲渡制限株式会社は、原則として、
株主総会、または、取締役会設置会社 おいては取締役会における決議によって、当該決定をすることになる
（会
社法一三九条一項）
。
　
そして、承認しない旨の決定がなされた場合、譲渡制限株式会社は、譲渡等の承認を請求する者
（以下、譲渡等
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承認請求者とする。 ）
に対して、当該決定内容を通知しなければならない
（会社法一三九条二項）
。また、当該譲渡制
限株式会社は、当該承認請求にかかる譲渡制限株式を自ら買い取る旨を決定
（会社法一四〇条一項一号）
し、その旨
を譲渡等 に通知しなければならない
（会社法一四一条一項）
。さらに、譲渡制限株式会社は、当該譲渡制
限株式を買い取る者
（以下、指定買取人とする。 ）
を指定
（会社法一四〇条四項）
することができ、当該指定買取人
は、譲渡承認等請求者に対して、当該譲渡制限株式を買い取る旨の通知をしなければならない
（会社法一四二条一
項）
。
　
譲渡制限株式会社または指定買取人が、当該譲渡制限株式を買い取る場合、対象となる株式の売買価格について
は、まずは、譲渡制限株式会社と譲渡等承認請求者との協議によって定めることとなる
（会社法一四四条一項・七
（
1）
項）
。
もっとも、協議が調うか否かにかかわりなく 譲渡制限株式会社、指定 取人、または譲渡等承認請求者は、上述した譲渡制限株式会社または指定買取人による当該 買取通知があった日から二〇日以内に、裁判所に対 て、売買価格の決定を申し立てることができる
（会社法一四四条二項・七項）
。
　
この売買価格決定申立事
（
2）
件が、本件Ｄ鑑定の行われた基本事件である。この事件は、株式の買取価格をめぐる各
当事者の主張のいずれが正当であるかを判断す ものでは 裁判所が後見的裁量 り、妥当な株式価格を定めることを目的とする事件であって、その性質は非訟事
（
3）
件
であり、その審理は職権探知主義が規律する
（会社法
八七五条の反対解釈、非訟事件手続法四九条）
ものの、特に紛争性が高いことから、当事者の手続保障の充足に配慮
して、申立てを受けた裁判所は 譲渡承認等請求者に対し 申立書の写しを送付しなければならず
（会社法八七〇
条の二第一項）
、また、審問の期日を開いて申立人、譲渡制限株式会社、および、指定買取人の陳述を聴かなければ
ならない
（会社法八七〇条二項三
（
4）
号）
。さらに、この申立てについての裁判は、理由を付した決定によって行われ
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（会社法八七一条、非訟事件手続法五四条）
、当該決定については即時抗告をすることができ
（会社法八七二条）
、当該
抗告は執行停止の効力を有する
（会社法八七三条）
。
２．売買価格の評価
　
譲渡制限株式の売買価格の決定に際して、上場企業であれば株価という指標があるものの、譲渡制限を行ってい
る非公開会社の場合に 、通常は取引相場が形成されないため、そうした指標がな
（
5）
い。そこで、裁判所は、譲渡承
認請求の時における株式会社の資産状態その他一切の事情を考慮
（会社法一四四条三項）
して株式価格を決定しな
ければならないことになる。もっとも、 「株式会社の資産状態その他一切の事情」はいわゆる一般条項であって、具体的にいかなる株式価格 算定基準によって評価を行うべきかが問題となる である。　
株式の価格を算定するための評価方法としては、一般 、①評価対象会社について将来獲得することが期待され
るキャッシュ・フローや収益・配当を割引率で現在価値に割り引いて評価するインカム・アプローチ、②類似している会社、事業ないし取引事例と比較す こと よって相対的に評価するマーケット・アプローチ、③主として会社の貸借対照表上の純資産に基づいて評 ネット・アプローチ
（コスト・アプローチ）
があるとされ
（
6）
る。
　
これらのうち①は、一般に将来の収益獲得能力を 値に反映させやすいとされ、また、評価対象会社独自の収益
性等を基に価値を測定することから、評価対象会社が持つ固有の価値を示すとされ
（
7）
る。これには、ＤＣＦ
（
8）
法、収益
還元
（
9）
法、配当還元
（
10）
法などが含まれる。また、②は、上場している同業他社や類似取引事例など、類似する会社、事
業、ないし取引事例を、その会社や事業の将来価値も含めた継続価値であるとし、それらと比較することによって相対的に価値を評価するものであ
（
11）
る。これには、類似業種比準
（
12）
法、取引事例
（
13）
法などがある。さらに、③は、会社の
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貸借対照表を基に評価することから、静態的な評価アプローチであるとされ
（
14）
る。これには、簿価純資産
（
15）
法や時価純
資産
（
16）
法、清算価値
（
17）
法などがあるとされる。
　
もっとも、①については、対象会社の固有の価値を評価する点で優れているが、将来期待されるキャッシュ・フ
ローや収益の予測に困難 伴うほか、割引率の選定に恣意が入るおそれがあり、また、低額に抑えられている配当を基に評価を行うと、株価が著しく低くな おそれがあるとされ
（
18）
る。特に配当還元法については、利益配当金額の
予想や資本還元率の決定が困難であるとの実務上の問題 てい
（
19）
る。また、収益還元法についても、会社
の税引き後利益が株主に直接に利益を与えるものではないことから、その正当性に疑問も呈されてい
（
20）
る。②につい
ても、類似する上場会社の選定は困難であり、また、市場性のない株式の取引先例が客観的価値を適正に反映するかという点で疑問が呈されてい
（
21）
る。さらに、③についても、簿価純資産法は株価算定のための資料が乏しい場合で
も簡単に算出できるが、含み損益が考慮されない点が問題とさ
（
22）
れ、時価純資産法については、清算が予定されてい
る会社や資産の大部分が不動産である会社、または支配株主がいる会社 どでは有用であるとされるものの、すべての資産を時価評価することの困難性や事業継続を前提とする会社 株式評価につ ては適切でな 点が指摘されてい
（
23）
る。
　
このように、各算定方法には一長一短があり、いずれか一つの評価方法のみを選択して株式価格を算出した場
合、当該算定方法の問題点が増幅されるおそれもある。また 譲渡制限会社と一口に言っても、さまざまな会社があり、その特性に応じた株式価格の 定をす ことが適切であ
（
24）
る。そこで、対象会社に適合すると思われる複数の
算定方式を適切な割合で併用することが相当 あ とされてい
（
25）
る。そうすると 費用と時間の制約の下、限られた
資料に基づいて 各方式ごとにどこまで信頼性のあ 算定 可能であるかを見極めた上で 適切な方式 組合せを
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選択するということが必要となり、それを判断する専門的な知見が必要となるため、鑑定手続によって適切な算定方法の内容が具体的に判断されることになるのであ
（
26）
る。そして、こうした算定方法の利用に際しても専門的知見が
必要となるため、鑑定意見においては、当該算定方法に従って適正 売買価格を算出することまでも求められることになるのである。
第二
　
鑑定の評価
１．鑑定の意義
　
鑑定
（民事訴訟法二一二条以下）
とは、裁判所の知識や判断能力を補充するために、特別の学識経験や専門知識・
専門的意見を報告させる証拠調べをいい、その証拠方法 鑑定人であ
（
27）
る。すなわち、一般の知識人・法律家として
の裁判官には、法律以外の専門的知見 要する事項についての判断を期待することができないた
（
28）
め、裁判所の知識
や判断能力の補充という観点から、鑑定 いう証拠調べが行われる。　
訴訟においては、小前提となる要件事実に大前提である法規を適用し、法律効果の存否を判断して裁判を行う
が、その前提となる事実認定に際しても、小前提 資料 大前提となる経験則を適用して証拠原因を獲得し、証拠原因にさらに経験則を適用して主要事実または間接事実の存否を判断す ことが行われ 。そうした中で、裁判所が、事案の判断に必要な大前提たる法規または経験則を知らな 場合があり、また、経験則 具体的事実に適用する能力に欠ける場合があ
（
29）
る。そうした場合に、鑑定によって当該法規・経験則、または、経験則を適用
して得られた事実判断を補充することになる。したがって 鑑定の対象とな は 法規・慣習あるいは経験則と、小前提となる 実 の二つ 大別され
（
30）
る。これらのうち、鑑定人が専門知識を具体的な事実に適
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用して要証事実について判断する場合は後者であり、たとえば、契約書等における筆跡や、印章と印影の異同、血液型やＤＮＡによる親子関係の存否、土地・建物の相当賃料の額、人損における後遺症の部位・程度、建築物の瑕疵の存否 必要な修補の内容、医療過誤における診断・治療の適否などが問題とな
（
31）
る。
　
裁判所は、当事者の申立て
（民事訴訟法一八〇条一項）
に基づいて鑑定人を選任し
（民事訴訟法二一三条）
、書面ま
たは口頭により、証拠資料であ 鑑定意見を報告させる
（民事訴訟法二一五条一項）
。鑑定意見が書面で行われる場
合、その形式 ついては特段の定めはないものの、主文と理由に分けて記される が通常であ
（
32）
る。そうした場合
に、主文のみが鑑定意見となるのか、それとも 主文と理由の双方が鑑定意見となるかについては争いがあ 。前者の根拠として 、 理由を示すことは証人が事実認識の経過原因を供述するの 同じく単に鑑定意見の証明力の評価を容易ならしめる方法にすぎ い
（
33）
とや、鑑定理由は、原則として、鑑定主文の証明力の強弱の度合を判定
するための資料として 意義を有 るこ
（
34）
と、あるいは、裁判所が鑑定理由の部分を適当に「摘み食い」して鑑定
主文と異なる判断をすることを回避するこ
（
35）
となどが挙げられる。また 裁判所が鑑定意見を採用した場合に判決に
おいて再度法則適用 三段論法を繰り返 必要も く鑑定意見と同一の事実判断を示せば足りることに こ
（
36）
と、
理由が示されてい い鑑定主文を事実認定の資料として利用できるこ
（
37）
と、理由に瑕疵のある鑑定を証拠資料として
利用できることなどの実践的意義がある もされ
（
38）
る。これに対して、後者の根拠としては、鑑定人が鑑定書を作成
して提出するに際しては、通常、鑑定主文を明らかに もに、その判断過程を明確にして、その主文 正性を根拠づけるために鑑定理由を記載するこ から、両者 不可分一体 も とみるのが相当であ だ でなく、鑑定結果の評価に際しては、鑑定人 判断形成の過程 たどる関係上 鑑定理由を除外して行うこ ができないことが挙げられ
（
39）
る。鑑定意見の結論を得ることによって専門的知見を補充することが鑑定の目的であることに鑑みれ
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ば、後述するように鑑定意見の評価は裁判官の自由心証に委ねられているとはいえ、実際問題として、鑑定理由のない、あるいは、鑑定理由に瑕疵 ある鑑定意見は、争点判断のための証拠資料 して役に立つとは考えられな（
40）
い。そこで 必然的に心証形成の資料とならざるを得ない鑑定理由を鑑定主文から峻別して 鑑定主文のみを証拠資料とする とは現実 ではなく、鑑定主文と鑑定理由を含めた鑑定書の全体が鑑定意見となるものと解す
（
41）
る。
２．鑑定の評価
（１）自由心証主義　
こうした証拠資料である鑑定意見に対する評価については、自由心証主義
（民事訴訟法二四七条）
が規律す
（
42）
る。
すなわち、具体的事実判断 しての鑑定な しは事実判断 ために必要な経験則についての知見を供給する鑑定人は、裁判所の事実判断獲得のための資料を提供する手段として、証拠方法の一つであるとされ、また、法規または経験則に関する知識を供給する鑑定人も裁判所の判断資料を提供する方法で という点で同様であり、その採否は裁判所の自由 判断にゆだねられてい
（
43）
る。したがって、裁判官は、提出された鑑定意見を無批判にそのまま採用
しなければならないのではなく、当該鑑定意見 有する証拠価値を自由な心証に従って評価して、その採否を決することができ、また決し ければならない。ただし、本件における株式買取価格 算定 ように具体的事実判断としての鑑定は、証人尋問のように過去に存在した事実の再現を通じて要証事実の存否を明らかにするものとは異なり、過去ない 現在の事柄ではあるが、存在した 再現ではなく 言わば専門的評価と呼ぶべきものであ
（
44）
る。
こうした場合、裁判官が 明度に達 たか否かという判定ではなく、説得力の強弱とい 定が行われるこ になる。その意味では その他の 拠方法 証拠力の自由な評価 は異 扱いを必要とするの 解す であ
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（45）
る。　
いずれにせよ、裁判官が提出された鑑定意見の有する証拠価値を正しく評価し、その採否を判断するには、鑑定
意見を正確に理解することができる程度の専門的知識のあることが前提となる。そうすると、裁判官に専門知識を要求することができないために鑑定が行われたのに、出てきた鑑定意見を評価し、取捨選択するためには、それだけの専門的知識を必要とする、といったジレンマに直面することにな
（
46）
る。わけても、特殊専門的な経験則に関する
知識を供給し、または、これを適用して得 判断を表明する鑑定意見 ついてその当否を判断する場合には、その判断そのも が専門的経験則 裏付けられたものでなけ ばならず、通常の証拠方法 の手法だけでは対応できないことがあ
（
47）
る。そこで、このように鑑定意見の内容的当否を判断することが困難な状況において、証拠資料で
ある鑑定意見に対する評価をどのよう して行う かが問題とな 。（２）鑑定評価におけるジレンマの克服　
この点について、野田宏元判事は、科学鑑定の評価方法に関して以下のような提言をされてい
（
48）
る。すなわち、①
鑑定の結果が他の証拠からも推測されるところに合致する場合には、これと同趣旨 判断をすることができるとされる一方で、鑑定の結果が、他の証拠もしくは裁判所の既成の知識から予測されたところ 異なり、または、鑑定理由の一部に疑問点 って、直ち 採用し たいという場合、あ いは、結論または理由付けを異にする複数の鑑定がある場合、②鑑定の前提とした事実 他 証拠上確定される事実関係 合致しない場合 は、 の結果を退けることとな 、③鑑定が何等 化学的検査や実験を伴うも であ 場合には、その検査・実験 材料 方法所与の条件が適当であるか否かを十分吟味 そ 普遍化 うる範囲 考えるべきである ④裁判所 な べきことは、生 科学的判断 はなく、法的・規範的判断であり、かつ、あくま 当該 件の解決 必要 限度で 判断
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資料を求めることであるから、鑑定人と同等またはそれ以上の科学的水準に立つことを要求されるものではなく、鑑定理由 理解しうる程度の知識をもって、健全な常識を働かせて、鑑定理由を他の文献等と対照し、あるい 、結論の異なる二つの鑑定の理由を比較検討することにより、当該事件に適切な法則 見出すべきである。　
また、中野貞一郎博士は、一九八九年三月に開催された国際訴訟法会議におけるニクリッシュ教授の報告書に基
づいて、以下 ように述べられてい
（
49）
る。すなわち、⑤裁判官は、鑑定意見をもたらした鑑定人の専門的知識、中立
性、および独立性を検討することで鑑定意見 質への一 の逆推を行うことができる ⑥鑑定人が鑑定意見形成の際に手続上の諸原則を守ったか 検討 、鑑定意見の評価に際してそれを斟酌する必要がある、⑦技術的鑑定意見の中でも一般的な思考法則は適用されていて その当否は裁判官が判断できるほか、鑑定人 援用する教説や理論が一般に正当と認められている命題であるか、それとも彼独自の見解かを認識することで一定の評価が可能である。　
さらに、木川統一郎博士も、以下のような提言をされてい
（
50）
る。すなわち、⑧鑑定人が特別な経験則を適用した基
礎事実の中、裁判所が証拠調べに り 一般的経験則 用 認 する予定の事実を、誤りなく鑑定人 前提としているかを検討しなければならない、⑨鑑定人が専門的知見により した専門的 については、 により専門的にみて正しく行われたかどうかを裁判所は再検討すること な ⑩裁判所 、前提事実に鑑定人が適用した専門法則の当否 、自ら主体的 検討しなければならない。　
これらの提言の内容を整理すると、概ね、鑑定人の適格性 鑑定意見それ自体の合理性の吟味、および、他の証
拠との関連ないし整合性を吟味することが、鑑定評価 おけるジレンマを克服するために必要であるとするもの解す
（
51）
る。もっとも、これらの要素が考慮されるのは、あくまでも鑑定人による専門的判断の合理性を、言わば、外
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形的に判断するためであって、たとえば、裁判官が文献等から得た知識によって鑑定意見が正しい内容であるか否かを判断することや、一般的経験則に従って行われる他の証拠の評価と鑑定の評価とをごちゃ混ぜにして結論を出すことまで許容するべきではない。（３）鑑定評価のあり方　
このようにして、裁判官は鑑定意見の有する証拠価値を、その専門的知見の欠如にもかかわらず、自由に評価す
ることができる。そして、鑑定の有する証拠価値についての判断としては、鑑定人の適格、鑑定意見の合理性、および他の証拠との整合性 肯定し、鑑定意見の証拠価値を認め、鑑定意見をそのまま受容する場合である〔受容（
52）
型〕 、上記三者のいずれかを欠くものとして、鑑定意見の証拠価値を否定し、鑑定意見を排斥する場合である〔排斥型〕 、さらには、鑑定意見の合理的な部分 みを受容し、その余を排斥して、事実認定を行う場合である〔取捨型〕に分けて考察することができる。　
これらのうち、受容型については、基本的に問題はないであろう。 なわち、鑑定意見は、適格を認められた中
立の専門家の意見であり、一般に他の証拠に優越する証拠価値が認 られ
（
53）
る上、そもそも裁判官には内容的当否の
判断ができない事項であることから、裁判官が鑑定意見を尊
（
54）
重して受容することが考えられる。
　
また、排斥型については、裁判官の自由な心証によっ 証拠価値を否定された以上、当該 を利用すべ
きではないという点については特に問題はな
（
55）
い。もっとも、専門的知見を有しない裁判官が専門的知見に基づく鑑
定意見を排斥するの あるから、いかなる理由で排斥せざ を得ないかを明らかにするべきであ
（
56）
る。もちろん、裁
判所が鑑定意見の内容的な正否を理由とし 排斥 は、違法な証拠調べの結果 考慮することであり、自由心証主義に反する事実認定として許されな ものと解 。そして、 排斥 た場合であっても 直ちに
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証明責任でもって処理するのではなく、当事者に釈明を行った上で再鑑定を実施するべきであ
（
57）
る。
　
これらに対して問題なのは、取捨型である。上述したように、鑑定が裁判所の自由な評価に委ねられていること
に鑑みれば、鑑定結果を採用すれば全面的に従い、不採用であれば全く無視するというような悉無律的取り扱いをするべきでないとの見解にも合理性がないわけではな
（
58）
い。すなわち、鑑定意見の証拠価値の一般的な優位性を硬直
的に受容するのではなく、 「裁判官が自分の心 感じ、自分の頭で考え
（
59）
る」ことは当然求められるべきことであ
る。そして、こうした考えを前提 演繹するならば、鑑定意見の一部のみを採用することも許され、さらには、鑑定理由の一部分を利用 て、裁判所が独自に結論を導くこともできるとされ
（
60）
る。
　
しかしながら、鑑定意見の部分的利用については、無制約に許され ものではないと解される。なぜならば、無
制約にこうした鑑定意見の摘み食
（
61）
いを許すことは、裁判官が自らの評価・判断に合致する部分のみを鑑定意見から
抽出することでそれを証拠原因とすることが可能とな しまうが、 れは結局 鑑定理由の論理性を して、裁判官の予断 基づき、私知 よ 評価に従って事実認定 行うこととなり、鑑定手続を行った意義を没却してまう恐れがあるからである。　
したがって、こうしたことは、鑑定意見の中に独立した複数の鑑定事項が存在し、その内一部は採用できるが
一部は排斥するという場合であれば許されると解 。また 一つの鑑定事項については それが単に経験則 供給を求めるだけのもので り、かつその経験則を適用した事実認定は、一般的・常識的知識に基づいて誰でもできる程度のものであれば、鑑定意見の結論は採用しないまま、 定理由において報告された経験則のみを採用することも許されると解する。これらに対して、経験則の供給のみならず、当該経験則を適用した事実認定 結果についても専門的知見が必要な場合においては、摘み食いは ず、そうした場合 裁判所は、鑑定人質問
（民事訴訟
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法二一五条の二）
において、自らの評価と鑑定意見の差異について質問し、さらには、補充鑑定
（民事訴訟法二一五
条二項）
を行って、その点について鑑定意見との整合性を図るべきである。
３．本決定の検討
　
以上述べてきたことに照らして、本件における裁判所の選任した鑑定人によるＤ鑑定に対する裁判所の評価の当
否について検討する。まず、本件決定においては、Ｄ鑑定意見の概要が示され、鑑定主文のみならず、鑑定理由についても、証拠資料とされていることが明らかである。また、鑑定人としての適格性については、Ｄは公認会計士である上、通常各裁判所におい 、鑑定人としての適格を備え 者からなる鑑定人候補者リストを準備し、それに基づいて鑑定人の委嘱が行われて る実情に鑑みれば、鑑定人としての適格につい は問題ないと判断したものと解される。さらに 鑑定理由につい は、鑑定人の判断過程を指摘して追思考が行われた結果、その合理性 判断がなされており、妥当な評価方法であると解され 。加えて、他の証拠 の整合性については、私鑑定
（
62）
書について
の評価を行い、それに基づく異なる主張については排斥を行っ いる。なお は、株式買取価格に関する鑑定であり、これは 専門的知見に基づ 経験則であ 株式算定方法を決定し、それを 専門的経験則によって事実に適用した上で結論をだすものであるが、いわゆ 鑑定理由の摘み食いも見られない。したがって、 評価のあり方として正当であると解する。
第三
　
結びにかえて
　
以上により、本件株式売買価格決定申立事件における鑑定に対する評価については、正当であると解し、決定の
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判断過程および結論に賛成するものである。　
なお、筆者は今年度本学に赴任した者ではあるが、僅かなりとも森田明先生と席を同じくさせていただいたこと
に基き、先生が恙なく職を全うされたことに心よりお慶びを申し上げるものである。もっとも、こうした駄文しか献呈できないことについては慚愧の至りであり、平にご容赦をお願いする次第である。
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5・七六頁〔藤原〕参照。
（
11）　
公認会計士協会編前掲注
1・三三頁。
（
12）　
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（
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2・三〇八頁。なお、実務上は、株式売買価格決定申立事件の多くが和解によって解決されており、鑑定が行われ
る事例は少ないようであるとの指摘もある。その場合、かつては非訟事件手続における和解を認めることに消極的な見解も存在したが、現行法である非訟事件手続法六五条では和解を認めているため、問題はない。川畑前掲注
2・三〇九頁。
（
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高橋宏志『重点講義民事訴訟法【 】第二版』 （有斐閣、二〇一二年）一一五頁、新堂幸司『新民事訴訟法第五版』 （弘文堂、
二〇一一年）六四三頁、伊藤眞『民事訴訟 ［第
4版］ 』 （有斐閣、二〇一一年）三九一頁、賀集唱＝松本博之＝加藤新太郎編『基
本法コンメンタール民事訴訟法２［第三版追補版］ 』 （日本評論社、二〇一二年）二一八頁〔信濃孝一〕など。
（
28）　
一般に、裁判官は専門的知見をもたないとされるが、実際はそうでない場合もあると 指摘もある。すなわち、裁判官は、訴
状、答弁書、準備書面の検討を通して、そこに記載された専門文献を検討するとともに、自らも独自に専門文献を入手して検討するものとされる。また、鑑定手続 鑑定書または鑑定人尋問から専門的知識を入手することになり、さらには、専門委員
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からも専門的知見を入手することができる。くわえて、こうした経験を積み重ねることによって、特定分野に関する専門的知見を備えることになる。木川統一郎「民事鑑定における心証形成の構造」木川統一郎編『民事鑑定の研究』 （判例タイムズ社、二〇〇三年）一〇頁。
　　
もっとも、そうした裁判官の私知の利用に関しては、何等の証拠調べを要せず事実認定に利用できるとする見解がある。たとえ
ば、大判昭和八年一月三一日民集一二巻五一頁、菊井維大『民事訴訟法下〔補正版〕 』 （弘文堂、一九五八年）三〇〇頁、岩松三郎＝兼子一編『法律実務講座民事訴訟法編四 』 （有斐閣、一九六一年）三〇一頁、岩野徹「鑑定」岩松裁判官還暦記念『訴訟と裁判』 （有斐閣、一九五六年）三〇二 以下、三ケ月章『民事訴訟法（法律学講座双書） 』 （弘文堂、一九七九年）四二五頁、兼子一＝松浦馨 新堂幸司＝竹下守夫『条解民事訴訟法』 （弘文堂 一九八六年）九二九頁〔松浦馨〕など。これに対して、客観的事実認定のために鑑定人と裁 官が同一人であってはならないと 二三条一項四号の趣旨との関係でも問題であるなどの理由で、否定する見解もある。 『新修民事訴訟法体系補訂版』 （酒井書店 六五 二四 以下 新堂・前掲注
27・五七九頁、
伊藤前掲注
27・三三四頁など。母法国であるドイツにおいて裁判官の私知が許されるとするのは、ドイツの専門裁判所制度、およ
び、特定の裁判官が特定の専門部に長期間所属す という裁判官のキャリアシステムを前提として、鑑定人となり得る程度の専門知識を備えた裁判官が存在す ことを前提としているもの 解する。木川前掲注
28・二一頁参照。そうであるならば、わが国にお
いてこうしたことが妥当するのは知財高裁ぐらいであろう。したがって、事実認定の客観性を確保す という観点からも、裁判官の私知については、原則として、訴訟 現れた資料に基づ てこれを明らかにした上で事実認定に利用 べきである。
（
29）　
岩松＝兼子編前掲注
28・三〇一頁。
（
30）　
岩野前掲注
28・二八五頁以下、野田宏「鑑定をめぐる実務上の二、 三の問題」中野貞一郎編著『科学裁判と鑑定』 （日本評論
社、一九八八年）三頁、谷口安平＝福永有利編『注釈民事訴訟法（６） 』 （有斐閣、一九九五頁）四〇三頁〔太田勝造〕 、賀集＝松本＝加藤編前掲注
27・二一八頁〔信濃〕 、斎藤秀夫＝小室直人＝西村宏一＝林屋礼二編『注解民事訴訟法（２） 〔第二版〕 』 （第一法
規出版、一九九三年）一九頁以下〔斎藤秀夫＝松山恒昭＝西村宏一〕など。
（
31）　
鑑定の行われる具体例については、岩松＝兼子編前掲注
28・三〇四頁注八、中野貞一郎「鑑定の現在問題」同『民事手続の現
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在問題』 （判例タイムズ社、一九八九年）一四三頁注（２） 、賀集＝松本＝加藤編前掲注
27・二一八頁〔信濃〕など参照。
（
32）　
高橋前掲注
27・一二二頁注（
124）など。
（
33）　
岩松＝兼子前掲注
28・三一八頁。
（
34）　
野田前掲注
30・一六頁、谷口安平＝福永有利編『注釈民事訴訟法（６） 』 （有斐閣、一九九五頁）四六八頁〔井上繁規〕 。
（
35）　
塩崎勤「鑑定結果と裁判所の職責」塩崎勤＝澤野順彦編『新・裁判実務体
14不動産鑑定訴訟法［Ⅰ］ 』 （青林書院、二〇〇二
年）五― 六頁。
（
36）　
岩松＝兼子前掲注
28・三一九頁。
（
37）　
最判昭和三五年三月一〇日民集一四巻三号三八九頁参照。
（
38）　
加藤新太郎『手続裁量論』 （弘文堂、一九九六年）二四六頁参照。
（
39）　
加藤前掲注
38・二四七― 二四九頁、谷口＝福永編前掲注
30・四一八頁〔太田〕 、賀集＝松本＝加藤編前掲注
27・二一九頁〔信
濃〕 、木川統一郎「専門部と鑑定」木川統一郎編『民事鑑定の研究』 （判例タイムズ社、二〇〇三年）一三三頁以下、伊藤前掲注
27・三九四頁注
345） 、塩崎前掲注
35・六頁、高橋前掲注
27・一二二頁注（
124） 、兼子一＝松浦馨＝新堂幸司＝竹下守夫＝高橋宏志＝
加藤新太郎＝上原敏夫＝高田裕成『条解民事訴訟法〔第
2版〕 』 （弘文堂、二〇一一年）一一五三頁以下〔松浦馨＝加藤新太郎〕 、
清水宏「鑑定評価の在り方に関する一考察」伊藤眞＝大村雅彦＝春日偉知郎＝加藤新太郎＝松本博之＝森勇編『小島武司先生古希祝賀民事司法の法理と政策』 （商事法務、二〇〇八年）四九〇頁以下など。
（
40）　
塩崎前掲注
35・六頁。
（
41）　
谷口＝福永編前掲注
30・四一八― 四一九頁〔太田〕 、加藤新太郎＝中野琢郎「鑑定結果の証拠価値」塩崎勤＝澤野順彦編『新・
裁判実務体
14不動産鑑定訴訟法［Ⅰ］ 』 （青林書院、二〇〇二年）二八頁。
（
42）　
大判昭和七年二月一六日新聞三三七八号七頁、秋山幹男＝伊藤眞＝加藤新太郎 高田裕成＝福田剛久＝山本和彦『コンメン
タール民事訴訟法Ⅳ』 （日本評論社、二〇一〇年）二八六頁、賀集＝松本＝加藤編前掲注
27・二一八頁〔信濃〕 、斎藤秀夫＝小室直
人＝西村宏一＝林屋礼二編『注解民事訴訟 （８）第二版』 （第一法規出版、一九九三年）二一頁以下〔斎藤秀夫＝菅野国夫＝賀
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集唱＝西村宏一〕 、野田前掲注
30・五頁以下、高橋譲「鑑定総論」門口正人編『民事証拠法体系第
5巻』 （青林書院、二〇〇五年）
三八頁、前田順司「専門訴訟の審理と鑑定」門口正人編『民事証拠法体系第
5巻』 （青林書院、二〇〇五年）七〇頁、兼子＝松浦
＝新堂＝竹下 高橋＝加藤＝上原＝高田前掲注
39・一一五四頁〔松浦＝加藤〕 、中野前掲注
31・一四一頁・一六〇頁以下、木川前
掲注
28・四頁以下、酒井一「鑑定」青山善充＝伊藤眞編『民事訴訟法の争点［第三版］ 』 （有斐閣、一九九八年）二二七頁、杉山悦
子『民事訴訟と専門家』 （有斐閣、二〇〇七年）三一六頁など。
　　
なお、ドイツの普通訴訟法時代には、事実認定は鑑定人の職責であり、法の解釈適用は裁判官の職責であるとの法制がとられて
いたことがあり、また、 「裁判官は絶対的かつ正規に、鑑定人の意見に拘束される」という見解も存在した。木川前掲注
28・四頁
参照。
（
43）　
野田前掲注
30・六頁。
（
44）　
高橋前掲注
27・五七頁。
（
45）　
高橋前掲注
27・一二三頁注（
127） 。
（
46）　
中野前掲注
31・一四 頁以下、塩崎前掲注
35・八頁、加藤＝中野前掲注
41・二一頁以下、など。
（
47）　
野田前掲注
30・一九頁。
（
48）　
以下は、野田
30・一九頁以下による。なお、中野前掲注
31・一六一頁以下、塩崎前掲注
35・九頁以下、加藤＝中野前掲
注
41・二二頁などにおいて、その内容の適切な整理がなされている。
（
49）　
中野前掲注
31・一六二頁以下。なお、加藤＝中野前掲注
41・二二頁以下などにおいて、その内容の適切な整理がなされてい
る。
（
50）　
木川前掲注
28・五頁以下。
（
51）　
加藤新太郎「 貞一郎編『科学裁判を鑑定』を読む」加藤新太郎編『民事訴訟審理』 （判例タイム社、二〇〇〇年）三三五
頁、太田前掲注
30・四一八頁、兼子＝松浦＝新堂＝竹下＝高橋＝加藤＝上原＝高田前掲注
39・一一五四頁〔松浦＝加藤〕 、加藤＝
中野前掲注
41・二三頁以下、杉山前掲注
42・三一六頁以下など。
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（52）　
この分類については、中野前掲注
31・一六四頁を参考にさせていただいた。
（
53）　
加藤＝中野前掲注
41・二九頁参照。
（
54）　
太田前掲注
30・四一八頁参照。
（
55）　
野田前掲注
30・六頁は、具体的事実判断のための鑑定の申し出が唯一の証拠方法である場合には、これを却下することは違法
であるとする。なお、大判大正三年一二月一一日民録二〇輯一一〇七六頁。
（
56）　
酒井前掲注
42・二二七頁参照。実務では判決理由中において排斥の理由を明らかにしているようであるが 手続保障の関係か
らは、口頭弁論において心証開示を行うべきであると解する。
（
57）　
再鑑定実施の要件については、木川統一郎＝生田美弥子「再鑑定および第三鑑定の必要性の基準」木川統一郎編著『民事鑑定
の研究』 （判例タイムズ社、二〇〇三年）五三七頁以下、清水前掲注
39・四九八頁以下など。
（
58）　
太田前掲注
30・四一八頁。
（
59）　
加藤＝中野前掲注
41・三五頁
（
60）　
加藤＝中野前掲注
41・二九頁。なお、斎藤＝小室＝西村＝林屋編前掲注
42・二二頁、兼子＝松浦＝新堂＝竹下＝高橋＝加藤＝
上原＝高田前掲注
39・一一五四頁〔松浦＝加藤〕など。
（
61）　
塩崎前掲注
35・七頁。ここでの指摘は練達の裁判官ならではの見識が示されていると思われる。
（
62）　
私鑑定の法的性質については、鑑定人の専門にわたる主張とみるべきであるとの見解がある。中野貞一郎「価額鑑定の評価」
同編著『科学裁判と鑑定』 （弘文堂、一九八八年） 、五三頁以下、木川統一郎「専門訴訟におけ 書証（専門文献・私鑑定書）と自由心証主義」判タ一一五六号六八頁、福永清貴「民事訴訟におけ 私鑑定の限界―「私鑑定」の手続法的規律に関する一考察―」名古屋経済大学企業法研究一三 一〇三頁以下など。これに対して、実務に いては、私鑑定書は書証として取り扱われ、私鑑定人を証人として尋問している。加藤＝中野前掲注
41・一八頁以下。
―しみず
　
ひろし・法学部教授―
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